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諮問庁：金融庁長官 

諮問日：令和２年１１月１１日（令和２年（行情）諮問第５９３号） 

答申日：令和３年７月８日（令和３年度（行情）答申第１３７号） 

事件名：特定法人に対する特定日付け検査結果通知の一部開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

特定法人に対する特定日１を通知日とする検査結果通知（以下「本件対

象文書」という。）につき，その一部を不開示とした決定については，審

査請求人が開示すべきとする部分のうち，別紙に掲げる部分を開示すべき

である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，令和２年９月２８日付け金総政第４８

６８号により金融庁長官（以下「金融庁長官」，「処分庁」又は「諮問

庁」という。）が行った一部開示決定（以下「原処分」という。）を取り

消し，不開示とした部分の開示を求める。 

２ 審査請求の理由 

審査請求人の主張する審査請求の理由は，審査請求書の記載によると，

おおむね次のとおりである（なお，意見書の内容は省略する。）。 

（１）開示を求める理由 

そもそも本開示請求は，特定日２付けで発令された特定法人への業務

改善命令の理由や背景を確認するためであった。 

特定法人は複数の不祥事，不正により当該命令を受けたものであった

と理解するが，その中でも以下の項目によって審査請求人は特定法人か

ら直接的に甚大な被害・損害を受けている。 

対象項目：業務改善命令内に記載されている 

・ 投資用不動産向けの融資にあたり，形式な審査にとどまり，不適切

な信用リスク管理態勢となっている。 

・ 投資目的の賃貸用不動産向け融資について，融資期間に法的耐用年

数を超える経済的耐用年数を適用する場合には適切な見積りが不可欠

である中，経済的耐用年数を証する書面を作成する外部専門家に対し，

特定法人職員が耐用年数や修繕費用等を指示・示唆するなどの不適切

な行為が多数認められる 

この不正の事実確認を行うことが目的であったが，今回の開示請求に
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よって開示された資料の大半が不開示とされており，何ら判断できない

ものである。 

（２）行政処分（不利益処分）に関する基本的な事務の流れ 

そもそも，行政処分を行うにあたっての留意点等に関しては，金融庁

のサイト内に以下のような記載がある。 

今回，その項目を引用しコメントを追記した。 

法令・指針等 

中小・地域金融機関向けの総合的な監督指針 令和２年６月 

Ⅲ－６ 行政処分を行う際の留意点 

Ⅲ－６－１ 行政処分（不利益処分）に関する基本的な事務の流れ

について 

ア 当該行為の重大性・悪質性 

（ア）公益侵害の程度 

銀行が，例えば，顧客の財務内容の適切な開示という観点から著

しく不適切な商品を組成・提供し，金融市場に対する信頼性を損な

うなど公益を著しく侵害していないか。 

→ 国交省管轄の国家資格保有者である外部専門家と共謀して不

法に不正な鑑定資料を作成させそれを援用して反復的に過剰な融資

を実行し続けたいたことは信頼性を著しく毀損し公益を侵害してい

ることは明らか。 

何よりも，不動産鑑定士による鑑定資料の改ざんは不動産の鑑定

評価に関する法律等に明白に違反している不法行為である 

（イ）利用者被害の程度 

広範囲にわたって多数の利用者が被害を受けたかどうか。個々の

利用者が受けた被害がどの程度深刻か。 

→ 一般的に金融機関の職員は，自分たちに不利な証拠を残さな

いようにすることが当然のことと教育されているが，その環境内で

すら証拠が見つかっているだけでも２５８件，さらにこの２５８と

いう数字は過去１８ヶ月で約１割，すなわち約２５００件程度の不

正の可能性があることは特定法人自らが発表している事実である。

これは広範囲，多数であることを証明している 

（ウ）行為自体の悪質性 

例えば，利用者から多数の苦情を受けているのにもかかわらず，

引き続き同様の商品を販売し続けるなど，銀行の行為が悪質であっ

たか。 

→ 業務改善命令以前にどれだけの苦情があったかは把握できな

いが，現在ですらも「金融庁，国交省も認めている正当なスキー

ム」であることをアピールしていること自体，反省の姿勢が皆無で
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あり悪質極まりない行為である 

（エ）行為が行われた期間や反復性 

当該行為が長期間にわたって行われたのか，短期間のものだった

のか。反復・継続して行われたものか，一回限りのものか。また，

過去に同様の行為が行われたことがあるか。 

→ 少なくても過去１８ヶ月で約２５００件，これは反復・継続

である証拠である 

（オ）故意性の有無 

当該行為が違法・不適切であることを認識しつつ故意に行われた

のか，過失によるものか。 

→ バンカーであれば誰でも異常値とわかる全耐用年数の表記を

そのまま援用することは故意であることは明白である 

（カ）組織性の有無 

当該行為が現場の営業担当者個人の判断で行われたものか，ある

いは管理者も関わっていたのか。更に経営陣の関与があったのか。 

→ これだけの期間，件数，多店舗にまたがることからも組織的

であったことを否定することはできない 

（キ）隠蔽の有無 

問題を認識した後に隠蔽行為はなかったか。隠蔽がある場合には，

それが組織的なものであったか。 

→ 不明，判断不可能 

（ク）反社会的勢力との関与の有無 

反社会的勢力との関与はなかったか。関与がある場合には，どの

程度か。 

→ 本開示請求においては検討対象外 

イ 当該行為の背景となった経営管理態勢及び業務運営態勢の適切性 

（ア）代表取締役や取締役会の法令等遵守に関する認識や取組みは十分

か。 

（イ）内部監査部門の体制は十分か，また適切に機能しているか。 

（ウ）コンプライアンス部門やリスク管理部門の体制は十分か，また適

切に機能しているか。 

（エ）業務担当者の法令等遵守に関する認識は十分か，また，社内教育

が十分になされているか。 

→ 全て不十分，機能不全で多くの問題があったことは既に命令内

で指摘されているので割愛 

ウ 軽減事由 

以上の他に，行政による対応に先行して，銀行自身が自主的に利用

者保護のために所要の対応に取り組んでいる，といった軽減事由が
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あるか。 

→ 一切取り組んでいないどころか，契約を盾に融資の全額回収を

目論見，担保物権の競売等の手続きをはじめようとしている 

さらに以前から金融庁に対しても本不正の救済の相談をもちかけて

いるものの，約１年，無視され続けている 

先の開示請求はこれらの留意点をどう判断されていたのかを確認する

ことが目的であった。 

しかしながら，今回開示された資料ではそのほとんどが不開示とされ

たため何ら開示請求の目的を達しないものである。 

今回の審査請求の意図は，特定の個人名や金融機関の権利，方針等の

開示を求めるものではなく，上記（１）のとおり 

「経済的耐用年数を証する書面を作成する外部専門家に対し，特定法

人職員が耐用年数や修繕費用等を指示・示唆するなどの不適切な行為が

多数認められる」 

不適切な行為の具体的内容，及び多数の実数が分かる部分だけの開示

を改めて求めるものである。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

審査請求人が，令和２年８月２８日付け（同月３１日受付）で，関東財

務局長に対して行った行政文書開示請求（以下「本件開示請求」という。

なお，本件開示請求は，法１２条１項に基づき，同年９月１０日付けで処

分庁に移送された。）に関し，処分庁において，同月２８日付け行政文書

開示決定通知書（金総政第４８６８号）により，法９条１項に基づき，行

政文書の一部を開示する旨の決定（原処分）がなされたところ，この一部

に対し本件審査請求を行ったものであるが，以下のとおり，原処分を維持

すべきものと思料する。 

１ 本件開示請求に係る行政文書について 

本件開示請求に係る行政文書は，以下のとおりである。 

府省名 財務省 作成・取得年度等 ２０１８事務年度 

特定日３を検査実施日として特定法人を検査した結果（関財審業第３３

号）」 

２ 原処分について 

（１）原処分の概要 

処分庁は，開示請求に係る行政文書について本件対象文書を特定し，

法９条１項の規定に基づき，その一部を開示するとともに一部を不開示

とする旨の決定を行った。 

（２）本件審査請求に係る不開示理由について 

原処分が，不開示とした部分及び理由は，以下のとおりである。 

ア ２枚目の一部 
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（ア）法５条１号に該当 

不開示とした部分には，検査官の氏名及び役職が記載されている。

当該情報は個人に関する情報であって，当該情報に含まれる氏名そ

の他の記述等により特定の個人を識別することができる情報であり，

どの金融機関をどの検査官が検査を行ったかについては公表慣行が

ないため，不開示とした。 

（イ）法５条２号イに該当 

不開示とした部分には，金融機関の経営・内部管理等に係る情報

及びその取引先に係る情報が記載されている。これを公にした場合，

金融機関の内部管理態勢等が明らかになるなど，当該金融機関等の

権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるため，

不開示とした。 

（ウ）法５条６号イに該当 

不開示とした部分には，検査の着眼点や検査の手法等，検査方法

に係る情報が記載されており，これを公にすることにより，検査に

おいて違法若しくは不当な行為の発見を困難にして，検査事務の適

正な遂行に支障を及ぼすおそれがある。 

また，検査は被検査金融機関の協力を得て，その経営の健全性及

び業務の適切性の実態把握を行うものであるが，不開示とした部分

には，金融機関の経営内容等に係る情報及びその取引先に係る情報

が記載されており，これを公にすることになれば，検査担当部局と

金融機関との信頼関係を損ない，今後，検査において金融機関の協

力が得難くなり，正確な事実の把握を困難にするおそれ又は違法若

しくは不当な行為の発見を困難にして，検査事務の適正な遂行に支

障を及ぼすおそれがあるため，不開示とした。 

イ ３枚目の全部，４枚目ないし６枚目の一部，７枚目の全部，８枚目

の一部，９枚目の全部，１０枚目の一部，１１枚目の全部，１２枚目

及び１３枚目の一部，１４枚目ないし２６枚目の全部，２７枚目ない

し３１枚目の一部，３２枚目ないし３４枚目の全部，３５枚目ないし

３７枚目の一部，３８枚目ないし４２枚目の全部，４３枚目及び４４

枚目の一部，４５枚目ないし５１枚目の全部，５２枚目ないし５４枚

目の一部並びに５５枚目ないし５７枚目の全部 

（ア）法５条２号イに該当 

上記ア（イ）と同様に，法５条２号イに該当するものとして不開

示とした。 

（イ）法５条６号イに該当 

上記ア（ウ）と同様に，法５条６号イに該当するものとして不開

示とした。 
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３ 審査請求人の主張について 

（１）審査請求の趣旨 

原処分のうち，不開示とした部分を取り消し，当該部分の開示を求め

る。 

（２）審査請求の理由 

審査請求書によると，審査請求人は，要旨，特定日２付けで発出され

た特定法人への業務改善命令がなされた理由や背景を確認し，同命令内

に記載されている不正の事実確認を行うことが開示請求の目的であった

としているが，開示された情報の大半が不開示であったため，不開示部

分（特に，同命令に記載されている「投資目的の賃貸用不動産向け融資

について，・・・不適切な行為が多数認められる。」ことについての具

体的内容，及び多数の実数が分かる部分）の開示を求める旨主張してい

る。 

４ 原処分の妥当性について 

（１）立入検査について 

信用金庫に対する検査は，信用金庫の業務の健全かつ適切な運営を確

保し，預金者等の保護を図るため，信用金庫の経営管理態勢などを検証

することとしている（信用金庫法８９条１項において準用する銀行法２

５条１項等）。 

信用金庫法は，本件検査を始めとした信用金庫に対する検査に関して，

検査担当部局に対し，刑事手続における強制捜査のような書類の押収権

限等を付与しておらず，かつ，正当な理由がなく検査拒否等をした者に

対して罰則を設けることにより，間接的に検査の受忍を強制しようとし

たにすぎない（同法９０条の３第３号）。 

この点，「中小・地域金融機関向けの総合的な監督指針」別紙２「立

入検査の基本的手続」（以下「基本的手続」という。）１ページにおい

ても，金融機関に対する検査について，法令に定められた権限の行使で

あるが，金融機関に大きな負担等をもたらすおそれがあるので，被検査

金融機関の理解と協力があって実施できるものとしているところである。 

このような理解を前提として，被検査金融機関の経営管理態勢等の検

証の着眼点，手法及び結果のほか，検査で把握された経営上の機密・ノ

ウハウ，被検査金融機関とその取引先との関係の程度など，検査及びこ

れに付随する事務の内容が公となれば，「①被検査金融機関やその取引

先の権利，競争上の地位やその正当な利益を害するおそれがある。②将

来の検査一般において，正確な事実の把握を困難にするなど，検査の実

効性を損ねるおそれがある。③被検査金融機関に多大な影響を及ぼすの

みならず，金融情勢全般に不測の影響を与えるおそれがあり，金融シス

テム全体の安定性が確保されないおそれがある。」（基本的手続６ペー
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ジ）として，被検査金融機関に対する検査及びこれに付随する事務の内

容については，不開示としている。 

検査結果通知書とは，立入検査を通じて把握した事項や問題点等を検

査担当部局内において審査し，金融庁検査担当局長名で検査結果として

取りまとめたものであり，同通知書は，立入検査終了後，迅速な審査の

上，出来る限り早期に，被検査金融機関に対し交付されるものである

（基本的手続５及び６ページ）。 

本件対象文書は，関東財務局が特定法人を上記のとおり検査した結果

が記載された特定日１付け検査結果通知書である。 

（２）不開示事由該当性について 

ア 検査官の氏名及び役職（上記２（２）ア（ア）及び（ウ）） 

（ア）法５条１号該当性 

当該情報は，個人に関する情報であって，特定の個人を識別でき

るものであるから，法５条１号本文前段に該当することは明らかで

ある。 

そして，法５条１号ただし書該当性について検討すると，公務員

の氏名については，「各行政機関における公務員の氏名の取扱いに

ついて」（平成１７年８月３日付け情報公開に関する連絡会議申合

せ）において，①氏名を公にすることにより，同条２号から６号ま

でに掲げる不開示情報を公にするような場合，あるいは②個人の権

利利益を害することとなるような場合等，特段の支障の生ずるおそ

れがある場合を除き，公にすることとされており，当該申合せによ

り公にすることとした公務員の氏名については，同条１号ただし書

イの「慣行として公にされ，又は公にすることが予定されている情

報」に該当するものとして開示することとなる。 

本件についてみると，どの検査官がどの金融機関を検査したかに

ついては公表する慣行はないばかりか，これを公にすると，当該検

査官に対して不当な圧力が加えられるおそれがあり，これにより，

検査官の私生活に影響を及ぼす等，個人の権利利益を侵害するおそ

れがあり，また，国の機関が行う検査業務に支障を及ぼすおそれが

あるといえることから，上記申合せにおける「特段の支障が生ずる

場合」に該当するものと認められる。したがって，当該情報は，法

５条１号ただし書イには該当しない。その他，同号ただし書ロ及び

ハに該当すると認めるべき事情も存しないことから，当該情報は，

同号本文前段の不開示情報に該当する。 

（イ）法５条６号イ該当性 

上記に加え，どの検査官がどの金融機関を検査したかを明らかに

すると，当該検査官に対して，故意に検査の遂行を妨げようとする
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者から不当な圧力が加えられるおそれがあり，国の機関が行う検査

業務に支障があることは明らかであるから，当該情報は，法５条６

号イの不開示情報にも該当する。 

イ 金融機関の経営・内部管理等に係る情報及びその取引先に係る情報

（上記２（２）ア（イ）及び（ウ）の２段落目並びに（２）イ） 

（ア）法５条２号イ該当性 

当該情報が公にされ，不特定多数人の知るところとなれば，被検

査金融機関の経営状態や経営管理上の間題点等についてのいわれな

き憶測を招き，ひいては合理的な理由なく顧客が減少するなどの事

態を生じかねないばかりか，経営管理上のノウハウ等の詳細が競合

する他の金融機関の知るところとなり，当該他の金融機関等におい

て被検査金融機関の営業上の弱点等を踏まえた方策等を容易に講ず

ることが可能になる。 

したがって，当該情報を公にすると，法人たる被検査金融機関の

権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあると認め

られることから，当該情報は，法５条２号イの不開示情報に該当す

る。 

（イ）法５条６号イ該当性 

上記（１）のとおり，金融機関に対する検査は，法令に定められ

た権限の行使ではあるものの，直接的・物理的な強制力を伴うもの

ではないことから，検査を実効的なものとするためには，被検査金

融機関から任意の協力を得るほかない。 

そして，金融機関に対する検査に当たっては，被検査金融機関の

経営内容等の詳細や当該金融機関の取引先の事業等に関する情報を

取得することが必要不可欠であるところ，かかる情報は金融機関に

とって秘匿の要請の極めて強いものであることから，当該情報が公

にされることとなれば，当該金融機関は，今後，検査に非協力的，

消極的な対応をとるに至り，その結果，実効的な検査を実施するこ

とが困難となることは容易に想定されるところである。 

このような事態が生じれば，検査担当部局による正確な事実の把

握が困難となり，検査事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれを生

ぜしめることは明らかであるから，当該情報は，法５条６号イの不

開示情報にも該当する。 

ウ 検査の着眼点や検査の手法等，検査方法に係る情報（上記２（２）

ア（ウ）の１段落目及びイ（イ）） 

当該情報は，検査の着眼点，検査を通じて把握した問題点及び検査

担当部局の評価等が全体にわたり不可分一体のものとして詳細に記

載されているところ，主任検査官をはじめとした検査担当部局職員
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の独自の検査上のノウハウが反映されたものであるといえる。 

このような情報が公になれば，今後，検査が実施されるであろう他

の金融機関において，検査結果通知書を具体的に把握・分析するこ

とにより，あらかじめ検査方法等を知悉する機会が与えられること

になるところ，そのような状況下で検査担当部局が他の金融機関に

対する検査を行った場合，こうした事前分析を行っていた金融機関

によって問題点等の発覚を不正に免れるための措置を講じられるこ

とになりかねない。 

加えて，検査結果通知書の内容には検査担当部局の評価等が含まれ

ていることから，基本的手続においては，検査担当部局だけでなく，

被検査金融機関に対しても，その情報の秘匿を維持するよう求める

との取扱いを示しているところである（基本的手続７ページ）。に

もかかわらず，検査結果通知書の内容を公にすると，このような検

査担当部局の要請に応じて厳格な情報管理を行ってきた金融機関の

立場からすれば，検査担当部局自身が自ら示した取扱方針を破棄し

ているとも受け止められかねず，金融機関が検査に非協力的，消極

的な対応をとることを助長し，実効的な検査を実施することが困難

となる事態が想定される。 

そうすると，当該情報を公にすれば，検査担当部局による正確な事

実の把握又は違法若しくは不当な行為の発見を困難にして，検査業

務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるというべきであるから，

当該情報は，法５条６号イに該当する。 

５ 結語 

以上のとおり，審査請求人の主張は理由がなく，原処分は妥当であるか

ら，諮問庁は，これを維持するのが相当であると思料する。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

① 令和２年１１月１１日  諮問の受理 

② 同日          諮問庁から理由説明書を収受 

③ 同月３０日       審査請求人から意見書及び資料を収受 

④ 同年１２月１０日    審議 

   ⑤ 令和３年６月１７日   本件対象文書の見分及び審議 

   ⑥ 同年７月１日      審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象文書について 

本件開示請求は，本件対象文書の開示を求めるものであり，処分庁は，

その一部につき，法５条１号，２号イ及び６号イに該当するとして不開示

とする原処分を行った。 
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これに対し，審査請求人は，原処分を取り消し，不開示とした部分の一

部（不適切な行為の具体的内容及び多数の実数が分かる部分）の開示を求

めているところ，諮問庁は，原処分を維持すべきとしている。 

ここで，審査請求人が開示すべきとする「不適切な行為の具体的内容及

び多数の実数が分かる部分」が指し示す部分は必ずしも明らかではなく，

本件対象文書の性質から，全体的に「不適切な行為」に関する内容を含み

得るものと解することができるところ，特定法人の概要等が記載されてい

る２枚目１４行目ないし４枚目１３行目の部分については，「不適切な行

為」に関する事項は記載されていないことが明らかであることから，以下，

本件対象文書の見分結果を踏まえ，当該部分を除く部分（以下「本件不開

示部分」という。）の不開示情報該当性について検討する。 

２ 本件不開示部分の不開示情報該当性について 

本件対象文書は，検査当局による特定法人への立入検査を通じて把握し

た事項や問題点等を検査当局内部で審査・分析・検証し，関東財務局長名

で検査結果として取りまとめた検査結果通知である。 

当審査会において，関東財務局のウェブサイト及び特定法人のウェブサ

イトを確認したところ，検査当局である関東財務局は，特定法人に対して

立入検査を実施した結果，複数の問題点が認められたことから，特定日２

付けで，特定法人に対して行政処分（業務改善命令）を行った旨及び処分

の理由等を公表しており，特定法人においても同日付けで，業務改善命令

を受けた旨，処分の理由及び改善に向けた施策等について公表していると

認められる。 

（１）別紙に掲げる部分 

当該部分は，関東財務局若しくは特定法人のウェブサイトにおいて公

表されている情報と同旨の情報，本件対象文書において既に開示されて

いる部分と同旨の情報又は当該部分から容易に推測できる情報であると

認められるから，これを公にしても，特定法人の権利，競争上の地位そ

の他正当な利益を害するおそれがあるとは認められず，検査当局の検査

に係る事務に関し，正確な事実の把握を困難にするおそれ又は違法若し

くは不当な行為を容易にし，若しくはその発見を困難にするおそれがあ

るとも認められない。 

したがって，当該部分は，法５条２号イ及び６号イのいずれにも該当

せず，開示すべきである。 

（２）その余の部分 

当該部分には，検査当局による特定法人への立入検査を通じて把握し

た事項や問題点及び特定法人の経営上の機密情報並びに検査当局の評価

等が全体にわたり具体的かつ詳細に記載されていると認められる。 

当該部分は，金融監督当局及び特定法人のいずれからも公表されてい
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ない情報であり，当該部分を公にすると，検査当局による検査の規模，

着眼点，深度や範囲及び検査当局の評価等が明らかとなり，今後，検査

当局から検査を受ける可能性のある他の金融機関において，当該情報の

分析等をし，検査当局の検査方針や検査方法を把握することにより，問

題点等の発覚を不正に免れるための措置や対策を講じることが可能とな

るなど，検査に係る事務に関し，検査当局による正確な事実の把握を困

難にするおそれ又は違法若しくは不当な行為を容易にし，若しくはその

発見を困難にするおそれがあると認められる。 

なお，当該部分のうち，①検査官の氏名については法５条１号に該当

し，②特定法人に係る情報については同条２号イに該当するとも考えら

れるが，本件においては，これらの情報は，その他の情報と一体のもの

として記載されているから，全体として同条６号イに該当する。 

したがって，当該部分は，法５条６号イに該当し，同条１号及び２号

イについて判断するまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

３ 審査請求人のその他の主張について 

審査請求人のその他の主張は，当審査会の上記判断を左右するものでは

ない。 

４ 本件一部開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件対象文書につき，その一部を法５条１号，２号イ

及び６号イに該当するとして不開示とした決定については，審査請求人が

開示すべきとする部分のうち，別紙に掲げる部分を除く部分は，同号イに

該当すると認められるので，同条１号及び２号イについて判断するまでも

なく，不開示としたことは妥当であるが，別紙に掲げる部分は，同条２号

イ及び６号イのいずれにも該当せず，開示すべきであると判断した。 

（第４部会） 

  委員 小林昭彦，委員 塩入みほも，委員 常岡孝好 
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別紙（開示すべき部分） 

 

・ ２ページ目の３行目１文字目ないし４文字目，４行目２４文字目ないし５

行目４文字目，６行目１１文字目ないし３７文字目，７行目１０文字目ない

し１５文字目，８行目４文字目ないし１０行目１４文字目，１１行目５文字

目ないし１６文字目及び１２行目７文字目ないし１３行目１文字目 

・ ５ページ目の２０行目４文字目ないし２２文字目及び２１行目２５文字目

ないし３１文字目 

・ ８ページ目の１４行目３４文字目ないし３６文字目，１５行目１文字目な

いし６文字目，１６行目６文字目ないし１５文字目及び３４文字目ないし１

７行目２６文字目，３２文字目ないし３６文字目及び３９文字目ないし１８

行目３文字目，２０行目８文字目ないし１１文字目並びに３３行目３文字目

ないし３４文字目 

・ １２ページ目の２２行目１２文字目ないし２３文字目及び２９文字目ない

し３７文字目 

・ １３ページ目の１７行目３７文字目ないし１８行目６文字目及び３３文字

目ないし３６文字目並びに１９行目７文字目ないし１２文字目 

・ ５５ページ目の２０行目２文字目ないし５文字目及び２３行目２文字目な

いし８文字目 

・ ５７ページ目の４行目２文字目ないし１０文字目 

 

（注）「ページ目」については，文書の通しのページを示す。 

行数の数え方については，空白の行及び区切り線は数えない。 

文字数の数え方については，句読点，記号，半角文字及び注書きの数字

も１文字と数え，空白部分を数えない。 


